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平成30年６月25日 

各  位 

会 社 名 Ｅ・Ｊホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長   小谷 裕司 

 （コード番号2153   東証第２部） 

問合せ先 取締役管理本部長  浜野 正則 

 （TEL 086－252－7520） 

 

処分価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30 年６月 14 日開催の取締役会において決議いたしました自己株式の処分及び当社株式の売

出しに関し、処分価格及び売出価格等を下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．公募による自己株式の処分（一般募集） 

（１） 処分価格（募集価格）   １株につき 1,416円 

（２） 処 分 価 格 の 総 額   1,416,000,000円 

（３） 払 込 金 額   １株につき 1,327.50円 

（４） 払 込 金 額 の 総 額   1,327,500,000円 

（５） 申 込 期 間  平成 30年６月 26日（火） ～ 平成 30 年６月 27 日（水） 

（６） 払 込 期 日   平成 30年７月５日（木） 

（注）引受人は払込金額で買取引受けを行い、処分価格（募集価格）で募集を行います。 

 

２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

（１） 売 出 株 式 数   150,000株 

（２） 売 出 価 格   １株につき 1,416円 

（３） 売 出 価 格 の 総 額   212,400,000円 

（４） 申 込 期 間  平成 30年６月 26日（火） ～ 平成 30 年６月 27 日（水） 

（５） 受 渡 期 日   平成 30年７月６日（金） 
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３．第三者割当による自己株式の処分 

（１） 払 込 金 額  １株につき 1,327.50円 

（２） 払 込 金 額 の 総 額  （上限）199,125,000 円 

（３） 申 込 期 日  平成 30年７月 31日（火） 

（４） 払 込 期 日  平成 30年８月１日（水） 

 

＜ご参考＞ 

１．処分価格（募集価格）及び売出価格の算定 

（１） 算定基準日及びその価格  平成 30年６月 25日（月）  1,475円 

（２） デ ィ ス カ ウ ン ト 率    4.00％ 

 

２．シンジケートカバー取引期間 

平成 30年６月 28日（木）から平成 30 年７月 27 日（金）まで 

 

３．今回調達資金の使途 

今回の一般募集及び第三者割当による自己株式の処分による手取概算額合計上限1,516,625,000円に

ついて、全額を平成34年５月末までに当社連結子会社への投融資資金に充当する予定であります。 

投融資については、当社連結子会社である株式会社エイト日本技術開発において、以下の通り充当する予定です。 

① システム利用の高度化を通じた生産性の向上を目的として、781,000,000円を平成33年５月末までにＩＴ投資資

金に、110,000,000円を平成32年５月末までに調査・検査機器購入資金に充当する予定です。 

② 防災・減災対策、老朽化インフラ施設の調査・点検・対策検討等に係る研究開発資金として、170,000,000円を

平成32年５月末までに充当する予定です。 

③ ＢＣＰ（事業継続計画）にもとづく耐震補強工事及び内装改修等の機能維持工事のための設備投資資金として、

238,000,000円を平成32年５月末までに充当する予定です。ＢＣＰはBusiness Continuity Plan（事業継続計画）

の略で、ＢＣＰにもとづく耐震補強工事は、大規模災害が発生した場合に、最前線にたって復旧・復興にあた

る企業としての社会的責任を果たすための建物の一部改修です。 

④ 残額を平成34年５月末までに、長期借入金の返済資金に充当する予定です。 

 

なお、当社グループの設備計画のうち重要なものの内容については、平成 30 年６月 14 日に公表いた

しました「自己株式の処分及び株式売出しに関するお知らせ」をご参照ください。 

 

以 上

 


